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はじめに
『中小企業景況調査』 は    年 (昭和  年) ９月に四半期の調査として始められ,     年４－
６月期の調査で第   回に達した｡ そして, その後も継続して続けられている｡ プラザ合意後
のバブル経済の発生から, その崩壊, さらには    年からの回復と    年よりの急激な後退と
いうように, 文字通り四半世紀以上にわたり日本経済を見てきている｡ 本調査はまさしく, わ
が国の経済活動を基盤の部分において映し出す鏡となっている｡
この調査は中小企業庁事業環境部と連携し中小企業基盤整備機構によって実施されている｡
そしてその実査は, 全国商工会連合会 (全国連), 日本商工会議所 (日商), 全国中小企業団体























本調査については, 調査開始  周年を記念して 『中小企業景況調査  年の歩み』２) がまとめ







そうなると, 『中小企業景況調査』 についても, 従来の業種別, 地域別分析を提供するのみ
でなく, 県レベルにまでブレークダウンして捉える新たな役割が求められてくることになる｡




た４)｡ 分析にあたっての基本的な視点は, 副題にある ｢地域・県の姿を捉える景況調査へ｣ で
あった５)｡ それが可能であることを明らかにするため, 報告書では, 中小企業景況統計におけ




れるのが回答企業の業種分布である６)｡ これは, 県レベルではなく全国集計レベルの話で, 回
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２) 中小企業総合事業団 『中小企業景況調査  年の歩み』,     年｡
３) 中小企業基盤整備機構 『｢中小企業景況調査｣   年を超えて―地域・県の姿を捉える景況調査へ―』,    年｡
４) 筆者がこの分析にかかわる契機となったのは以下の論文である｡
菊地 進 ｢経営環境変化と中小企業調査－景況調査の方法的位置づけをめぐって―｣, 『中小企業季報』
大阪経済大学,     年    ,  ‒ ,     年７月｡
５) 地域における景況調査は多数実施されている｡ その実施状況については, 以下を参照されたい｡
菊地 進 ｢地域景況調査の実施状況｣ , 法政大学日本統計研究所 『統計研究参考資料』 第  号,  ‒ ,  ‒  ,     年３月｡















ないのも事実である｡ そこで, 本稿では, そうした準備のために, 『｢中小企業景況調査｣   年
を超えて』 で明確にしようとした本調査の位置, 特性について改めて確認しておくこととした
い｡ なぜなら, 本調査の場合, それが業種分布の在り方を検討する前提になるからである｡ 本
調査の標本設計の在り方それ自体については, 稿を改めて検討することとする｡ . 中小企業景況統計における本調査の位置
１. 日本経済の裾野を捉える調査





い状況が示されている｡     年４－６月期調査 (第   回調査) の例でいえば良いが  ％に過
ぎないのにたいし, 悪いが   ％と半数近くに上る高さである｡
また, 図２は前年同期比での業況判断  を中小企業金融公庫 『中小企業動向調査』 (以下,




このように, バブル崩壊後, 本調査の業況水準  , 業況判断  は底を這うような形で推
『中小企業景況調査』 の位置と特質    
７) 景気感応度という点で言うと, 製造業のそれが最も高く, したがって景況調査の場合, 製造業割合
を高めるケースが多い｡




移してきており, 『短観』, 中小公庫調査に比べ, 本調査はデフレ不況下での微妙な動きが捉え
づらい調査であるかに見える｡ また, 不変, 悪化が比較的多い調査に見える｡ これは, 本調査
の調査対象の多くが小規模企業であるところから生じており, 不変, 悪化が多くなる傾向もそ




とくに, 近年, 小規模企業の減少が著しく, これは日本経済の基盤の低下にも繋がりかねな
いため, その動向が注目される｡     年 (平成  年＝   年) の事業所・企業統計調査の結果
によると,     年から    年の３年間だけで  万事業所が減り,    万人の従業者数が減って
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図１ 短観と本調査の業況水準DI の比較
図２ 業況判断DI (前年同期比) の比較
                                                               
いる｡     年調査より事業所数, 従業者数ともに減少に転じ, それがその後一層加速している
のである｡ 比率でいえば小規模事業所の減少が目立っている｡ 図３は, 従業者規模別に事業所




査によると, 従業者規模別に見た事業所数は  人未満が８割,   人未満は  ％である｡ もちろ
ん, ここには大企業の支社・支店・営業所も含まれるわけであるが, そうした部分を除いても






















『全国企業短期経済観測』 (日本銀行, 四半期, 約     社), 『法人企業景気予測調査』 (内
閣府・財務省, 四半期, 約     社), 『個人企業経済調査』 (総務省, 四半期,     社), 『中
小企業動向調査』 (中小企業金融公庫, 四半期, 約    社), 『小企業動向調査』 (国民生活金
融公庫, 四半期, 約    社), 『全国中小企業景気動向調査』 (信金中央金庫総合研究所, 四半
期, 約     社), 『景気定点アンケート調査』 (経済同友会, 四半期), 『同友会景況調査』 (中
小企業家同友会, 四半期, 約    社)
本調査は,      社から回答をえており, 回答数としては最大規模の景況調査である｡ もち
ろん回答数で優劣を競うということではなく, それぞれが独自の調査目的と特性を持っている
わけであるから, その特徴を踏まえて結果を見ることが大事である｡ と同時に, 全国調査に独
自の役割が期待されていることもまた忘れてはならない｡ すなわち, 全国の景気動向を映し出
すだけでなく, 全国動向の中での地域の位置もまた映し出す役割である｡





ら要請があった場合に, その都度データ提供がなされるに止まってきたのである｡ しかし, 本
調査の都道府県別回答数の平均は   近くあり, 少ない県でも   ある｡ これだけの回答規模が
あれば, 都道府県別結果についても, 一定の有意味性を持ってくる｡ そして, こうした指摘も












めの十分な雇用を創出｣ (地域再生本部決定, Ｈ  年  月) できるようにすることである｡ そ
のことにより, 個性ある豊かな地域づくりを達成すべきであるというのである｡ これはその通








都道府県や市が直接実施する場合, 中小企業支援機関 (産業振興公社, 中小企業支援センタ
ー等) が実施する場合, 地域シンクタンクが実施する場合, 地域金融機関が実施する場合など
その形態はさまざまであるが, 地域ごとに色々な努力がなされてきている｡ ただし, そのすべ
てが必ずしも順調に展開されているわけでない｡ 自らの調査結果で果たして実態が捉えられて
いるのか不安にかられることも少なくない｡ それは, 地元企業の動向を捉えるといっても, 実

















を加速させるところとなっている｡ したがって, サービス業に格付けはされているが, 実態と
しては, 製造業に関する仕事となっているケースも少なくない｡
このように, 本調査の結果は, 事業所数としては製造業, 小売業の割合が高くなっているが,
実際のところは図５に見るほどの差ではないともいえる｡ それに, 景気は製造業の動きや消費
動向に左右される面が強く, 本調査において, 製造業, 小売業の割合が高くなっているのは,
景気を捉える上で必ずしもマイナスであるということではない｡
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本調査は, 郵送調査ではなく, 調査員調査として行われている｡ 調査が開始されたのは    
年７－９月期で, 当初より商工三団体 (全国商工会連合会, 日本商工会議所, 全国中小企業団
体中央会) が加わる形で調査システムが出来上がっている｡    年より予算スキームが変更になり, 現在は中小企業基盤整備機構が中小企業庁より運営
交付金を受け, 中小機構が残り半分の予算を受け持ち, 三団体へ調査依頼をする形で実施され
ている｡ そして, 三団体にとっては, ｢中小企業の景況を把握することは, 経営改善普及事業
・中小企業組織連携対策事業の一環であるという位置づけ｣ から, 経営指導員や情報連絡員が
各地の中小企業の実態を調査する形がとられている｡
商工会とは, ｢商工会法｣ に基づく公益法人で, 町村部の商工業の発展のため, 事業資金の
斡旋, 税務経理支援, 経営労務支援, 経営相談, まち作り, 共済等の事業を行なっている組織
であり, ここでは全国    商工会から   の商工会を選び, さらにそこから    社を選んで
経営指導員による調査が行なわれている９)｡
商工会議所は ｢商工会議所法｣ に基づく公益法人で, 都市部の商工業の発展のため, 商工会




組合, 信用協同組合, 協業組合, 商工組合等の中小企業関係団体の総合指導機関として設置さ




員, 情報連絡員) あたり５企業を受け持つことが多く, 日常活動を通じて対象企業の状況把握
が出来ている場合は大変スムーズに回答がえられている｡ 調査票は, 商工会の場合は全国商工
会連合会 (全国連) から都道府県連合会 (県連) を経由して各地商工会に送られる｡ 商工会議
所の場合は日本商工会議所 (日商) から各地商工会議所に直接送られる｡ 中央会の場合は, 全
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９) 全国商工会連合会 『平成  年中小企業景況調査実施要領』,     年４月｡ 毎年冊子体にまとめられ
ている｡  ) 日本商工会議所 『中小企業景況調査実施要領及び調査実施マニュアル』  ) 全国中小企業団体中央会 『中小企業景況調査実施要領』,     年４月｡
                                                                
国中小企業団体中央会 (全国中央会) から都道府県中央会 (県中) に送られ, そこから直接対
象企業にわたる｡ そして, 回収は逆のルートをたどり中小機構へと戻ることになる｡ こうした
調査票の流れの中で, たとえば県連を経由する場合, 調査票の記入漏れを県連でもチェックし,
漏れがある場合は直ちに経営指導員に問い合わせるなど密な連携がとられている｡



















その際, 大手の商工会議所は変更せずに継続し, その他の会議所については, ３年間は調査を
継続するということを原則に, ローテーションを行なう形がとられる｡ 対象企業としては, 製
造, 建設, 卸, 小売, サービス業のバランスを図ることはもとより, 当該業種の代表的企業を
選ぶ, あるいは, 調査票の回収が確実な企業を選ぶといった方法もとられている｡



























集団推定が成り立たないとされている｡ しかし, すでに見たように, 本調査の対象企業はそう
した形で選ばれたものではない｡    年より開始された 『中小企業実態基本調査』 (年次) においては事業所・企業統計調査
名簿より無作為抽出によって調査対象企業が選ばれ, 郵送によって調査がなされているが (第
１回有効回収率   ％), 四半期の景況調査においては, こうした方法で調査するのは多くは
困難である｡ 景況調査で目標精度を考えた標本設計をしているのは, 冒頭に触れた日銀 『短観』
のみである｡
『短観』 における集計値の公表単位は, 日本標準産業分類に従った製造業  , 非製造業  の
業種を, 常用雇用者数の規模によって, 大企業 (    人以上), 中堅企業 (   人以上    人
未満), 中小企業 (   人未満) の３つに分けた業種別・規模別区分となっている｡ そして, 中
小企業についてさらにいえば, 製造業は  ～   人, 卸売は  ～  人, 小売・サービス・リー
スは  ～  人である｡
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  ) 企業家団体の景況調査の意義については次を参照されたい｡
菊地 進 ｢中小企業団体が独自に取組んだ景況調査としての   の意義｣, 中小企業家同友会 『企




る｡ そして, そうであれば標本誤差が伴うため, 目標精度を設定する必要が生じる｡ 『短観』
では, 売上高の誤差率 (標準誤差÷平均値) をもって目標精度 (製造業  , 非製造業  ) と
し, 特定の業種・規模区分において継続標本の誤差率が目標精度を上回る (売上高の母集団分
布に比べて当該区分の標本の売上高のバラつきが大きい) 場合, これを標本企業数が不足して
いると解釈し, 標本の追加が試みられる｡ ただし, 継続標本は母集団分布を反映していない可
能性があるため, 規模別階層での母集団と標本の分布型チェックを行い, カイ二乗検定にパス
するように継続標本を調整 (削除) し, 最終的に追加標本数が定められる  )｡
売上高の母集団分布としては 『企業活動基本調査』 の分布が用いられ, 追加標本は 『事業所








本調査の対象企業は, ほとんどが 『短観』 が対象外とするような規模の小さい企業である｡
そのため, なおのこと調査協力がえられるかどうかがより大きな問題となる｡ 『短観』 の場合,
調査項目は, バランスシート・損益に関わる計数的な部分と, 業況や資金繰りなどの経営者の
判断に関わる部分に大きく分けられる｡ また, 売上高についても, 実績回答と増減状況を聞く




判断項目による調査となることが多い｡ 本調査の場合もしかりである｡ ただ, 本調査において,
計数調査がまったく模索されてこなかったかというとそうではない｡ 調査開始後しばらくの間,
売上額の実数値をとっていたのである｡ そしてその経験を踏まえ,     年に, 売上額, 経常利
益, 輸出額, 設備投資額の実数値調査の可否について検討が試みられた｡ 三団体を交えて開い
『中小企業景況調査』 の位置と特質    
  ) 日銀調査統計局 ｢『企業短期経済観測調査』 の見直しに関する最終案｣,     年６月｡
日銀調査統計局 ｢『企業短期経済観測調査』 の見直しにおける業種分類｣,     年５月｡
日銀調査統計局 ｢『短観』 の見直しについて｣,     年１月｡
日銀調査統計局 ｢『短観』 の標本設計および標本の維持管理について｣,     年６月｡
                                                                
たこの時の検討会の結論は次のようなものであった｡ ①調査対象企業の２／３は小規模企業の
ため, 売上額等の正確な数字をとることは困難である｡ ②毎年, １割前後のサンプルの入れ替
えがあるため, すべてのサンプルについての時系列把握は無理である｡ ③未記入, 誤記入のチ
ェックに時間がかかる上, 回収率の低下が避けられない｡ ④    年まで売上額の実数値を取っ




そして, 回答しやすさという点で当初より採られて来たのが, 増加・減少, 好転・悪化, 良い
・悪いといった判断項目を中心とする調査票である｡
ただし, それで迅速に回答がえられるとはいえ, 判断項目中心ということになると, 今度は
回答の主観性が問題になる｡ そこで, 調査票においては, 売上額の増減, 売上数量の増減, 経
常利益の増減, 在庫の増減, 仕入・売上単価の上昇・下降, 従業者数の増減, 設備投資の実施
の有無, 借入金利の上昇下降というように事実関係がはっきり捉えられる項目がベースに据え
られることになる｡ ただし, この場合, 閾値 (どの程度の増加または減少を持って増加ないし
減少と判断するかの範囲) をどうするかについても回答者に委ねるため, ある程度多数回答を
えて, その違いを均すことが必要となる｡
そして, こうした可能な限り客観的に判断できる調査項目の基礎の上に, 在庫の過不足, 設
備の過不足, 従業員数の過不足, 資金繰りの状況, 経営上の問題点, 経営上の力点といった経
営判断により深く関わる調査項目が設定されていく｡ そして, その総括として全体的な業況が
問われる｡ この全体的業況の問い方については, 次の２通りの方法がある｡ すなわち, 一つは,
前期や前年同期に比べ業況が好転したか悪化したかを聞く変化方向タイプであり, もう一つは,
業況が良いか悪いかを直截に聞く水準 (業況水準) タイプである｡ 後者の水準タイプはいわゆ




どのように考えるべきであろうか｡ 売上額の増減, 売上数量の増減, 経常利益の増減, 在庫の
増減, 仕入・売上単価の上昇・下降, 従業者数の増減, 設備投資の実施の有無, 借入金利の上
昇・下降というように客観的事実がはっきり捉えられる項目が質問の基礎にすえられると述べ
たのは, このことと関係している｡
ただし, 客観的事実がはっきり捉えられるといっても, 例えば売上額についていえば, 増加
・横ばい・減少という三つの選択肢からの選択を求める形である｡ こうした場合, 通常のアン




これは, 企業活動の場合, 事業活動の状況, 借入の状況, 資金繰りの状況, 経営者の資産保
有の状況等によって, 売上額の増減を捉えるレベルが異なってくるからである｡ 閾値について
は, 答えづらくなるからはずしているというよりも, 何らかの経営判断を前提とした回答を期




変化として現れてくる｡ したがって, 判断のポイントは, これが業況, 売上, 採算などの回答
に反映されているかどうかである｡ それは, さしあたりは変化の方向として捉えられることに
なる｡ 図１で短観の業況水準  との比較を行った｡ また, 図２で中小企業金融調査の業況判
断  との比較を行った｡ 本調査の結果は, 図１の業況水準  より図２の業況判断  の方が
振幅が大きく, 変化がはっきりと捉えられている｡ すなわち, 変化方向の設問の方が景気感応
度がやや高いということである｡
図６は, 本調査の売上高  (前年同期比) を中小公庫調査のそれと比較したものである｡




はかなり大きなものとなっている｡ しかし, 波形は共通している｡ あるいは, 強いていえば,
後退期については本調査の方が反応が早い｡
『中小企業景況調査』 の位置と特質    
図６ 中小公庫調査との売上高DI (前年同期比) の比較
                                                                
もう一つ見ておきたい｡ 図７は, 民間の中小企業経営者の団体である中小企業家同友会の実
施する 『同友会景況調査   』 (以下, 中小同友会調査とする) の結果との比較である  )｡ こ
の調査は, 全国調査ではあるが, 回答数は    社前後に過ぎず, 本調査のわずか  分の１程













はある｡ それが波の位置 (高さ) なって現れている｡ そこには規模の違い, 業種構成の違いな
ども含まれている｡ しかし, 調査がきちんとなされていれば, 波の形に現れる変化の方向は揃
ってくる｡ そして, 波の変化方向がそろってくることが見られるようであれば, それぞれの回
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  ) 景況調査に関する筆者の基本論点は, 萌芽的であるが以下で示した｡
菊地進 (    ) ｢同友会調査の推移と位置｣, 中小企業家同友会 『企業環境研究年報』 第１号,   ‒   ｡
図７ 中小企業家同友会調査と業況判断DI (前年同期比) の比較
                                                                
答層の構成が母集団構成と多少異なっても, 時々の経済動向が反映された調査結果とみなすこ










本調査の調査項目は製造, 建設, 卸売, 小売, サービスの各業種によって異なっており, 製
造業を例に挙げると次表 ( ,  ,  ) の通りである｡ アンダーラインは製造業に特化した設
問である｡ 質問項目は実に多岐にわたっている｡ 大きな分類としては変化方向を聞くか水準を
聞くか, あるいはより詳しい選択肢の設問をするかである｡ 変化方向については, 前期比か前
年同期比かに分けられる｡ 見通しについても, 今期と比べてか, 前年の同期と比べてかに分け
『中小企業景況調査』 の位置と特質    
図８ 業況判断DI (前年同期比) の比較
                                                                
られる｡ 水準は, ある適正基準にたいしてどうかということが問題になる｡ より詳しい選択肢
の設問というのは経営上の問題点や力点, 投資内容や設備投資判断に当っての考え方などを聞
くケースである｡









採算 (経常利益) 前年同期比・見通し (好転・不変・悪化)




業況 前期比・前年同期比・見通し・見通し (今期比) (好転・不変・悪化)
受取手形 前期比・見通し (今期比) (長期化・不変・短期化)
長期資金借入難度 前期比・見通し (今期比) (容易・不変・困難)
短期資金借入難度 前期比・見通し (今期比) (容易・不変・困難)


















節性を含んだ極めて変動の多い波形がえられてしまう (図９)｡ そこで, 季節調整を施して利
用することになるわけだが, 当時特にそうした調整は行われていなかったようで, その意味で
は報告書での利用がなされなかったのは当然である｡
その後, バブル崩壊, 円高の進展という経済環境の激変があり, 足元の変化を見る必要から,
前期比項目の復活が要請されることになり,     年４－６月期調査より業況判断, 売上額, 売
上単価, 売上数量, 資金繰りにおいて前期比設問が改めて設けられることになった｡ ただし,
季節調整値  ) が公表されるにはまだ時間がかかり, 参考値で公表されるようになったのは    
年４－６月期 (第  回) からである｡     年からの数値が公表されている｡
この試行期間を経て,     年に ｢中小企業景況調査の発表内容変更に係る分析評価｣ が行わ
れ, 特に前期比, 前年同期比データに関する検討が試みられた｡ 方法は, センサス局法 ‒  









こうして,     年４－６月期より, ①公表は前期比 (季節調整済み) を原則とする｡ ②前期
比のないものについては, 前年同期比のままとする｡ ③前期比をとっている項目のうち, 来期
見通しが前年同期比しかないものは, 来期見通しを公表しない｡ ④前年同期比には季節調整を
かけない｡ ⑤季節指数は１年間 (年度) で固定する｡ ⑤季節調整はセンサス局法 ‒  を使用
する｡ 以上の方法が取られることとなった｡ これは, 景気の足元 (直近) を見るという考え方
を体系的に純化させたものであり, 全国調査の方法としてはありうる選択である｡
というのは, 前年同期比であると, 前期からの動きを含む１年前と比較した動きであり, 前
期からの動きのみを切り出せない｡ これにたいし, 前期比であると, 季節性を含むものの前期
からの動きが切り出せる｡ こうして景気の足元を見るという観点からは, 前期比の結果を見る
ことが必要となる｡ ただし, 前期比の結果は季節変動が大きく, そのままでは使えないため,
季節調整処理を施した前期比データで見るということになる｡
ところで, 表３を見ていただきたい｡ これは第   回調査 (    年４－６月期) を含むそれ
まで４回分の業況判断, 業況水準回答の内訳である｡ 特徴的なことは, 前期比業況判断におい
て不変の割合が高いことと, 無回答の割合が高いことである｡ 両者を合わせると, 前年同期比
業況判断にたいし  ％近く, 業況水準にたいし  ～  ％ほど高くなっている｡ 毎回そうである｡
これは何故であろうか｡ 表４は前期比業況判断の変化パターンである｡ 前期比の業況変化とい
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表３ 本調査における業況判断, 業況水準の回答内訳    年７－９月期
(第  回)     年  －  月期(第  回)     年１－３月期(第  回)     年４－６月期(第   回)
カテゴリ 件数 (全体)％ 件数 (全体)％ 件数 (全体)％ 件数 (全体)％
前年同期比
業況判断
好転                                   
不変                                    
悪化                                    
無回答                            
前期比業況
判断
好転                                  
不変                                    
悪化                                    
無回答                                
業況水準
良い                                
ふつう                                    
悪い                                    
無回答                            
                                                                
っても, そのパターンは単純に考えても以下の  通りある｡ この中で, 網掛けをした部分は,
なかなか判断がつきづらいところである｡ こうした点が, 不変回答の割合が高くなり, 無回答
が増える理由になっていると考えられる｡
これにたいし, 前年同期比の方は, 季節性をとりあえず考えないで答えればよいわけで, 判
断をより単純化して行うことが出来る｡ そのため, 判断留保的な意味での ｢不変｣ 回答が相対
的に少なく, また無回答も少なくなっている｡ そして, こうした点が影響し, 前年同期比の業
況判断  は季調済前期比  に比べ, 振幅が大きく鮮明感の大きなカーブとなっている｡ 図10
は, 両者の推移を比べ, なおかつ後者から前者の差をとったものである｡ 特徴は, 前年同期比
業況判断  の方が季調済前期比  より  ％ほど低い値をとるととともに, その差には季節



































移動平均法とは, 月次データなら前後６ヶ月, 計  ヶ月, 四半期データなら前後２期, 計４
期分の平均を順次ずらしながら取ることを基本とするもので, 直近のところでは移動平均を取
る片側のデータ, すなわち先半分のデータ (将来データ) が揃わないため, 一定期間経過しデ
ータが揃ったところで季節調整値の改定が行われることになる｡ 逆にいえば, 片側データのみ
で無理に行った季節調整が適切であったかどうかがここで試されることになる｡ そして, 実際
に, さまざまなケースで改定後のブレが小さくないこと明らかになり, その結果, 再検討が行
われ, 先半分のデータ (将来データ) を一定の方法で推計した上で ‒  の適用を図ることが
望ましいとされるようになる｡ これを組み込んだ方法がセンサス局法 ‒        である｡  年代の後半に提唱され, 今世紀に入り政府統計での採用も徐々に増えてきている｡
ただし,  ‒       の操作マニュアル (日銀調査統計局訳)  ) を読むとわかるように,
その適用には, ①四半期データであれば最低  年分のデータが必要である｡ また, ②期間内に
急激な構造変化が含まれていないことが必要である｡ こうしたことから,     年の ｢分析評価｣
に際しても,  ‒  の適用にとどめ,  ‒       の採用は将来の課題とされた｡ いずれデ
ータ数としては揃うことになるので, ①の要件はクリアーされることになるが, 景気の変動を
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図10 前年同期比と季節調整済み前期比
  ) 日銀調査統計局 『｢ ‒  ‒     ｣ 操作マニュアル概要編』,     年２月｡
奥本佳伸 ｢季節調整法の比較研究－センサス局法 ‒  ‒     のわが国経済統計への適用｣, 経







ているというのは, 回答者の立場に立てばある程度やむをえないことである｡ むしろ, そうで
あるがゆえに前期比, 前年同期比の両方を聞き, 両方を考えることを通じて, それぞれの回答
の質をあげてもらう工夫をしているのである｡
では, 景気の足元を見るという点で, 両者の感応度はどうか｡ 図10からわかるように, 業況  の後退局面から上昇へ転じる転換点についていうと, 季節調整済前期比  の方が前年同
期比  (原) に比べ, １期ほど反応が早く現れている｡ 下降への転換は五分五分である｡ そ







少なくなく, 地域での利用の幅を狭めてしまう｡ こうした点を考えると, 公表は前期比 (季節










変化方向に軸を置いて見る考え方でスタートしてきた｡ それは, 中小企業の場合, 大企業並み
の中長期的な戦略は立てづらく, 中長期的な観点からの良い・悪いの判断基準は持ちづらいと
考えられるからである｡ そのため, 好転か悪化か, 増加か減少かという変化方向の質問を中心
に調査票が組み立てられてきた｡
他方, 『短観』 が注目されてくると, それとの比較も可能となるようにとの要請が強まり,    年４－６月期より, 業況の良い・悪いを聞く業況水準項目が導入されることになった｡ た
だし, そうなると, この両者の関係をどのように捉えるかが問題になる｡ 純粋に理論的に考え
れば, すなわち, すべての企業で良い・悪いの判断基準に変化がないとすれば, 業況判断  
と業況水準  はサイクルの周期に時間的なずれが生じるはずである｡ それは, 業況水準でボ
トムに来ても, 前年同期と比べればしばらくは ｢悪化｣ 増が続くし, 逆に, 業況水準でピーク
に来ても, 前年同期比で見ればしばらくは ｢好転｣ 増が続くからである｡
ところが, 実際はどうであろうか｡ 図12は, 本調査における業況判断  (前年同期比) と
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佐藤智秋 ｢景況調査における水準  と変化方向  のパラドックス｣, 愛媛大学法文学部 『法文学部
論集 (総合政策学科編)』 第  号,     年,   ‒   ｡
佐藤智秋 ｢景況調査における変化方向  をめぐる混乱｣, 中小企業家同友会全国協議会 『企業環境
研究年報』 第  号,     年,   ‒  ｡
                                                                
ことであり, 検討を要するところである｡ 業況水準の回答に期待するところは, 中長期的な観
点からの良い・悪いの判断であり, その基準もまた中長期的に大きく変わらないというのが暗
黙の期待としてある｡ しかし, 図12が示すところは, 良い・悪いの判断は比較的短期に刻々と
変わっているということである｡ そのように考えないと見誤ることになる｡
表５は, 第  回, 第  回, 第   回調査における前年同期比業況判断と業況水準の回答内訳
をまとめたものである｡ 第  回は    年１－３月期で, 前回の業況判断のボトムの時期, 第  
回は    年７－９月期で, 第   回にいたる中間段階の時期である｡ それぞれ, 回答実数と構
成比 (横％) をまとめてある｡
ここには景気のそれぞれの段階における特徴が現れているが, それを超えて共通して読み取
れるところもある｡ まず, 前年同期比業況判断が好転の場合, そのうち５割前後が, 業況が良
いと答え, ４割強が普通と答えており, この割合は景気の状況によって大きく変わらない｡ 前
年同期比業況判断が不変の場合, ７割前後が, 業況が不変と答えており, 残りについては悪い
が多い｡ そして, 問題は悪化である｡ 前年同期比業況判断が悪化の場合, その８～９割が, 業
況が悪いと答えている｡ これも景気の状況によって大きく変わってはいない｡
こうした回答内訳を見ると, 業況判断  , 業況水準  がパラレルに推移しているのもあ
る程度理解できるところとなる｡ この場合, より特徴的なのは悪化の回答で, 業況判断が悪化
の場合, 多くはそのまま業況が悪いという判断になる傾向がある｡ 大企業・中堅企業に比べ,




いては, 良い・悪い, とりわけ悪いの判断が刻々と変わるため, 業況判断  , 業況水準  
が同様の方向感を持って動いていると考えられるのである｡
３. 総括判断としての業況判断
景況調査においては, 売上, 単価, 在庫, 人手, 設備, 引合いといった各側面から経営活動
の状況について質問し, そのうえで, それらの総括的判断として業況感を問う形が取られてい
る｡ 経営者が自社の業況の判断に当り, どのようなところに力点を置いて考えるかは個々のケ
ースで異なるが, 全体としてはどうだろうか｡ 本調査の  周年記念事業に際し, 業況判断  





ってきていることを意味している｡ こうした分析を踏まえ, ここでは, 業況判断  の総括性
が  年代 (    年４－６月期～    年１－３月期) と    年以降 (    年４－６月期～    年
４－６月期) において何らかの変化が見られたのかどうかを業種別に見ておきたい｡ なお, 在
庫の過不足, 生産設備の過不足, 従業員の過不足については, 過剰マイナス不足割合％という  値がとられている｡ これらが上がる, つまり過剰感が上がるということは業況にとっては
マイナスに作用することになり, したがって逆相関をするので, ここでは通常とは逆に不足マ
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表５ 前年同期比業況判断と業況水準の回答内訳
業況水準











(    年１－３月期) 合計                 好転               不変                
悪化                
第  回
(    年７－９月期) 合計                 好転                不変               
悪化                
第   回
(    年４－６月期) 合計                好転                不変                
悪化               
                                                                
『中小企業景況調査』 の位置と特質    
図13 業況判断DI (前年同期比) と各項目の相関度
製造業－1990年代と2000年以降





かなように, 業況判断  (前年同期比) との関連度でいうと, 売上額, 売上数量, 資金繰り,
経常利益, 設備総合率, 引合い, 受注・契約残の変化との関連性が強く, この傾向は変わって
いない｡ また, 水準項目では, 引合い水準, 業況水準との関連性が高いことも変わっていない｡    年以降の特徴としては, 売上単価, 輸出額, 製品在庫に一層鋭敏になるとともに, 原材




異なっていない (図14)｡ 完成工事額, 資金繰り, 新規契約工事, 経常利益, 引き合い, 業況
水準などとの関連が高いのが特徴である｡ 従業員の増減, 従業員の過不足との相関がそれほど
高くないのは, 建設業における従業員増減, 従業員過不足の変動が激しく,     年以降その傾
向がより強まってきているからである｡
卸売業では, 売上額, 引合い, 業況水準, 資金繰りの順に相関度が高い｡ 次いで, 商品の仕
入や在庫, 売上単価との関連度が高くなっている (図15)｡     年以降, 売上単価, 仕入単価,
従業員増減, 従業員過不足との関連度の上昇が顕著なところとなっている｡ 価格が採算や業況
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サービス業においては, 経常利益, 利用客数, 業況水準, 売上額の順に関連度が高くなって
いる｡ 当然のことながら客単価の動きとの関連性も強い｡ 小売業同様, 顧客との接点領域の動
きが業況判断に直結していることが分かる｡     年以降, 従業員増減, 従業員過不足との関連
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そして, 描いたならば, 一定の実践ののち振り返って見なければならない｡ 振り返ったならば,
語ってみなければならない｡ そうしてこそまた新たな知恵も出てくるわけである｡ 三団体の経
営指導員は, 会員の事業活動がそのように行われているか見守っていることと思われる｡ そし
て, 必要に応じて助言がなされていると思われる｡ 仮に, 記帳援助からしなければならない場
合でも, 基本は同じである｡






たしかに, とにかく負担でかなわないという経営者が少なくないのも事実である｡ しかし, 本





















る｡ しかも, 本調査は調査項目が多様で, これらの項目に経営者が一つ一つ真剣に答えるなら
ば, そのこと自体, 各期の経営実践の点検・総括に十分役立つ内容となっている｡ そして, 回
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  ) 筆者がそのことに気づかされたのは, 中小企業家同友会の景況調査実施状況を見てのことである｡
菊地 進 ｢中小企業団体が独自に取組んだ景況調査としての   の意義｣, 中小企業家同友会 『企業
環境研究年報』 第６号,   ‒  ,     年  月｡
                                                                
れている｡ これが本調査の強みであり意義である｡ ぜひとも継続されることが望まれる｡ とこ
ろで, わが国最大規模の調査ということは, 県別集計の結果を取ってみても当該県で１,２を
争う規模の景況調査であるということである｡ まさに, そうであれば本調査の結果は都道府県




言わざるをえない｡ 他方, 本調査の県別結果が地域で真に検討されるようになれば, そしてそ
れがより広範に広がることとなれば, 本調査全体の読み方も一層深まり, 本調査の意義と役割
がより鮮明になってくる｡ 本調査に求められる次の一歩はこうした方向であろう｡
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